
１．はじめに

　本稿の目的は、①日本人の50年間の食生活の

変化をトレースすることによって現状を把握

し、②国際比較を通して今後の食生活の未来を

展望し、③卸売市場と直売所における生鮮食品

流通の分析を通して地域食品消費の重要性につ

いて考察することである。

　統計分析によれば、日本の50年間の熱量供給

の変化は、米中心の食品群から畜産物を含む多

様な食品群への食料消費形態の変化によって引

き起こされた現象であることが指摘できる。

　日本人のこの50年間の食生活の変化は、メタ

ボリックシンドロームなどの生活習慣病の増加

を引き起こす要因にもなった。

　それらの分析を踏まえて、最後にアンケート

調査を実施し、地域で生産される新鮮な食料の

消費拡大が重要であることを指摘する。

２．国民１人１日当たり供給熱量の推移

　農林水産省の「食料需給表」〔１〕を用いて

作成した図１は、日本人の50年間の１人１日当

たり供給熱量の推移を示している。第２次世界

大戦終結直後の飢餓の時期〔２〕〔３〕を経て、

1960年の供給熱量は2,290Kcal になった。それ

は高度経済成長による所得の増加に伴い更に増

加し、1973年には2,570Kcal に達した。しかし、

1974年の第１次オイルショックにより経済成長

率が急落すると供給熱量も減少した。その後の

経済の回復により供給熱量は再び増加し、1996

年には史上最高の2,670.4Kcal に達した。

　しかし、ピークの翌年に状況は一変した。

1997年に消費税が３％から５％に引上げられる

と供給熱量は減少傾向に転換した。さらに2008

年のリーマンショックによる経済成長率の鈍化

および日本製食品の防虫剤混入事件などにより
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供給熱量は一段と低下した。それは現在2,417.5 

Kcal であり、いまも減少が続いている。

　図２は品目別の１人１日当たり供給熱量を示

している。1960年代の前半は主食である米から

の熱量供給が全体の約50％を占めていたが、後

述のように1965年以降は米の消費数量が急減し

たために米からの熱量供給は減少した。

　逆に肉類、牛乳乳製品、油脂類からの熱量供

給割合が拡大し、米からの熱量供給は2015年に

は22％に過ぎない。現在の食生活においては、

米は既に主食とは呼べず、日本人の食生活は穀

類、畜産物、油脂類から構成される混食の状態

にある。

　図３は2011年時点での世界の１人当たり名目

GDP と１人１日当たり供給熱量との関係を示

している。日本を除けば経済発展に伴い供給熱

図２　品目別１人・１日当たり供給熱量

　　図３　世界の１人当たり名目 GDP と１人１日当たり

　　　　　　　　　　　　　　  供給熱量との関係（2011年）
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量も増加する。結論として、日本は世界の傾向

から乖離して供給熱量が非常に低いと指摘でき

る。

３．国民１人１年当たり供給純食料の推移

　農林水産省の食料需給表を用いて、日本の50

年間の国民１人１年当たり供給純食料の数量の

推移を検討する。ちなみに、純食料は、粗食料

に歩留りを乗じたものであり、人間の消費に直

接利用可能な食料の形態の数量を表している。

　図４は穀物の１人１年当たり純供給数量の推

移を示す。米は1962年の118.3kg をピークに減

少を続けている。一般に輸入小麦の増加が原因

で、米の供給量が減少したとの指摘があるが、

同図からは小麦が顕著に増加したわけではない

ことが明らかになった。

　図５は野菜と果実の１人１年当たり純供給量

の推移を示す。野菜は1968年の124.3kg をピー

クに減少し、現在でも減少傾向が続いている。

果実も1994年の44.4kg をピークに減少し、現

在も減少している。

　図６は食肉の１人１年当たり純供給量の推移

を示す。牛肉、豚肉、鶏肉の供給量の増加が顕

著であることが理解される。食肉の供給には輸

入と国内生産があるが、国内生産には飼料とな

る穀物の輸入が不可欠である。これが我が国の

図４　穀物の１人１年当たり純供給量の推移

図５　野菜と果実の１人１年当たり純供給量の推移
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カロリーベースの自給率を引き下げる大きな要

因になっている。

　図７は鶏卵・牛乳乳製品・魚介類の１人１年

当たり純供給量の推移を示す。鶏卵は1987年以

降、16～17kg で安定している。魚介類は2001

年の40.2kg をピークに減少し、現在も減少を

続けている。魚介類は骨や内臓があり、短時間

の料理に不都合な部分があるので、供給量が減

少している。一方、牛乳乳製品は2000年の94.2 

kg をピークにして、やや減少し、90kg 程度で

推移している。

　図８は油脂類の１人１年当たり純供給量の推

移を示す。動物油脂は1980年の2.6kg まで増加

したが、その後は減少している。植物油脂は増

加を続け、現在でも13kg を超えて推移してい

る。

　図９は伝統的調味料であるみそとしょうゆの

１人１年当たり純供給量の推移を示す。みそは

1960年の8.8kg から2015年の3.64kg に減少して

いる。同様にしょうゆも同期間に13.7kg から

図６　食肉の１人１年当たり純供給量の推移

　　図７　鶏卵・牛乳乳製品・魚介類の１人１年当たり純供給量の推移
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2015年には5.9kg まで減少している。これらの

伝統的調味料の減少は、米と野菜の供給量減少

と符合している。

４．国民１人１年当たり食料消費量の国際

比較

　アメリカ農務省の資料（USDA, PS&D 

Online, October 2017）を用いて、日本と世界

の国民１人１年当たり食料消費量を比較してみ

よう。

　図10は日本における米の1960年から2017年ま

での57年間の国民１人１年当たり消費量の推移

を示している。1960年の126.5kg から2017年の

68.1kg に46.2％も減少している。一方、世界

平均は同期間に51.4kg から64.9kg に26.3％増

加しており、日本の米の消費量の減少は非常に

大きいことが分かる。ちなみに中国は同期間に

71.3kg から101.0kg に増加しており、近年でも

100kg が維持されている。

　図11の米の日本の自給率は同期間に98.3％か

ら89.4％に9.1％低下しているが、中国では

90.1％から101.2％に12.3％上昇している。

　図12は小麦消費量の推移を示している。日本

は1960年の44.5kg から2017年の51.2kg に15.1 

図８　油脂類の１人１年当たり純供給量の推移

　　図９　みそ・しょうゆの１人１年当たり純供給量の推移
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％増加している。一方、世界平均で同期間に

75.2kg から100.0kg に33％増加している。ちな

みに中国は同期間に36.7kg から82.3kg に増加

しているが、近年、やや減少傾向にある。オー

ストラリアは同期間に191.3kg から318.3kg に

約1.7倍も増加しており、驚異的である。また

アメリカは同期間に89.0kg から94.3kg に増加

しているに過ぎない。

　図13の小麦の日本の自給率は同期間に36.6％

から12.8％に65％も低下しているが、中国では

87.7％から112.1％に27.8％上昇している。ちな

みにアメリカでは同期間に229.3％から153.2％

に、オーストラリアでは375.9％から307.1％に、

それぞれ低下している。しかし、両国では自国

の消費量を遥かに超える生産量が維持されてい

ると言えよう。

図10　米の１人１年当たり消費量

図11　米の自給率
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　図14は牛肉消費量の推移を示している。日本

は1960年の1.6kg から2017年の10.1kg に531.3 

％増加している。一方、世界平均は同期間に

7.6kg から8.0kg に5.3％増加したに過ぎない。

オーストラリアは同期間に50.3kg から31.3kg

に減少している。またアメリカも同期間に41.2 

kg から37.2kg に減少している。

　図15の牛肉の日本の自給率は同期間に94.0％

から36.9％に60.7％も低下しているが、アメリ

カでは96.6％から99.3％に2.8％上昇している。

ちなみにオーストラリアでは同期間に131.5％

から308.4％に134.5％も上昇している。特に

図12　小麦の１人１年当たり消費量

図13　小麦の自給率

日本における50年間の食生活の変化と地域食品消費の重要性

― 7 ―



オーストラリアでは自国の消費量の３倍以上の

生産量が行われている。

　図16は豚肉消費量の推移を示している。日本

は1960年の1.7kg から2017年の21.7kg に1,176.5 

％増加している。一方、世界平均は同期間に

6.0kg から15.0kg に150.0％増加した。オース

トラリアは同期間に10.3kg から26.4kg に増加

し、またアメリカも同期間に35.5kg から29.3 

kg に減少している。ちなみに中国は1975年の

7.6kg から2017年には39.0kg まで急増してい

る。

　図17の豚肉の日本の自給率は同期間に94.2％

から47.1％に50.0％も低下しているが、アメリ

カでは98.3％から122.1％に24.2％上昇してい

る。アメリカでは自国消費量以上の豚肉が生産

されており、このことが、全米豚肉生産者協議

図14　牛肉の１人１年当たり消費量

図15　牛肉の自給率
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会（NPPC）が国際交渉において相手国に強力

に市場開放を迫る要因になっている。ちなみに

オーストラリアでは同期間に100.0％から69.0 

％に31.0％低下している。

　図18はチーズ消費量の推移を示している。日

本は1967年の0.3kg から2017年の2.6kg に766.7 

％増加している。一方、世界平均は同期間に

1.4kg から2.5kg に78.6％増加した。オースト

ラリアは同期間に3.8kg から11.6kg に増加し、

またアメリカは3.8kg から2017年の12.9kg に増

加している。

　図19のチーズの日本の自給率は1967年の22.6 

％から2017年の14.1％に低下している。オース

トラリアは同期間に155.6％から126.0kg に、ア

図16　豚肉の１人１年当たり消費量

図17　豚肉の自給率
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メリカでは97.7％から101.2％に上昇している。

両国とも自国消費量以上の生産を行っているこ

とがわかる。

５．生鮮食品卸売市場の機能と構造および

現状

１）卸売市場の３つのタイプと４つの機能

　日本の卸売市場は、昭和46（1971）年に制定

された卸売市場法に基づいて開設されており、

野菜、果実、魚類、肉類、花き等の生鮮食料品

等の卸売を行う市場である。卸売市場は衛生的、

能率的な設備の下で公正な取引が求められてい

る。卸売市場は開設者の種類、人口規模、市場

面積などによって中央卸売市場と地方卸売市

場、その他の市場の３タイプに分類されている

〔４〕。

　卸売市場には①集荷（品揃え）、分荷機能（全

国各地から多種多様な商品を集荷するととも

に、需要者のニーズに応じて、迅速かつ効率的

に、必要な品目、数量に分荷）②価格形成機能

（需給を反映した迅速かつ公正な評価による透

明性の高い価格形成）③代金決済機能（販売代

図18　チーズの１人１年当たり消費量

図19　チーズの自給率
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金の迅速・確実な決済）④情報受発信機能（需

給に係る情報を収集し、川上・川下にそれぞれ

伝達）の４つの機能がある。

２）卸売市場の構造と関係者の役割

　図20に生鮮食品の中央卸売市場の構造を示

す。市場内の関係者の役割は次の通りである。

卸売市場の開設者（行政機関）は、卸売市場法、

業務条例及び施行規則等に基づいて施設を維持

管理し、取引が適正に行われるよう業務の指導

監督を行っている。

　卸売業者は、農林水産大臣の許可を受け、卸

売市場において売買取引を行う物品の集荷を行

い、仲卸業者や売買参加者にその物品を販売す

る。集荷の方法としては、生産者や出荷者から

販売を委託されるものと、需要に見合う供給量

を確保するために買付集荷するものがある。ま

た販売については、せり、入札、相対販売の方

法がある。

　生産者や出荷者から販売を委託された場合の

委託手数料は，卸売金額（消費税額を含む。）

に次の率を乗じて得た金額である。野菜及びそ

の加工品8.5％、果実及びその加工品は7.0％、

生鮮水産物及びその加工品は4.95％、肉類及び

その加工品は3.5％、鳥卵は3.0％である。

　仲卸業者は、市長の許可を受け、卸売業者と

の売買取引に参加して買い受けた物品を市場内

の店舗で売買参加者や買出人に販売する商人で

ある。消費地の他市場に転送することもあるな

ど、大量・多種類の物品を評価・分荷・調整す

る重要な機能を果している。

　売買参加者は小売商、加工業者のうち、市長

の承認を受けて、卸売業者との取引に参加する

業者である。

　関連事業者は市場を利用する人の便益をはか

るため、市長の許可を受けて、市場内の店舗そ

の他の施設において業務を営んでいる業者で、

代金の精算機関、冷蔵庫業、運送業及び物品販

売店、食堂、理容業等を営んでいる。

３）卸売市場の現状と今後の課題

　卸売市場は、生鮮食料品流通の基幹的インフ

ラとして、生鮮食料品の円滑かつ安定的な流通

を確保するために、整備が図られてきた。

　いま卸売市場は次に述べる環境変化要因によ

り、難局に直面している。それは、少子高齢化

に伴う人口減少、食料消費の量的変化、社会構

造の変化に伴う消費者ニーズの多様化、農林水

産物の国内生産構造の変化である〔５〕。

　卸売市場は図21に示すように市場数と卸売業

者数が減少している。また同時に図22に示すよ

うに卸売市場経由率が低下し、図23に示すよう

図20　生鮮食品の卸売市場の構造
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図21　中央卸売市場の市場数と卸売業者数の推移

図22　卸売市場経由率推移（重量ベース）

図23　中央卸売市場の取扱金額の推移
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に取扱金額も減少している。

　しかし、卸売市場は今後とも国民に安定的に

生鮮食料品を供給する使命を果たす必要があ

り、産地と消費地を結ぶ重要な機能が期待され

ている。その期待に応えるには取扱物品の付加

価値の向上のために、各卸売市場において低温

管理施設を増やし、コールドチェーン態勢を整

備する必要などが求められている。

６．地域生鮮食品消費の重要性

１）農産物直売所の持つ多面的機能、特にホス

ピタリティ機能の重要性

　近年、農産物の卸売市場経由率が低下するな

かで、農産物直売所（以下、ファーマーズスト

アーと略記）が全国各地で開設され、活況を呈

している。ファーマーズストアーは生産者を身

体的、精神的に元気にする機能があると共に、

消費者をもてなすホスピタリティ機能を持って

いる。これらの機能を整理するとファーマーズ

ストアーには以下の11の機能があることが判明

した。

 ① 販売額増加による地域経済活性化機能

　ファーマーズストアーの販売額増加は、農村

地域を経済的に活性化させる大きな要因であ

る。

 ② 生産者と消費者の直接交流機能

　生産者と消費者の交流は、食料農業農村に関

する情報を共有化させ、情報のミスマッチの解

消に役立つ。それは消費者の地域農産物への信

頼を回復する有力な手段となる。

　ファーマーズストアーの販売品のパッケージ

には、生産者の氏名やファーマーズストアーの

電話番号が記載されている。これらのパッケー

ジの表示は安全安心を担保する究極のトレーサ

ビリティーシステムであり、生産物の信頼性の

確保に繋がっている。

 ③ 食料の自給率向上機能

　消費者が生産地に赴き、新鮮な地域農産物を

購買することは、食料自給率を引き上げる効果

が大きい。ファーマーズストアーでは、外国産

農産物が販売されていないので、地産地消に貢

献している。また、ファーマーズストアーでは

弁当が良く売れている。これも地域穀物の販売

増加に貢献しており、穀物自給率の向上に寄与

している。

 ④ フードマイレージ短縮機能（物流エネル

ギーと CO2 の削減機能）

　ファーマーズストアーでの購入は、食料自給

率を高めると共に、輸入品を購入する場合より

フードマイレージが短縮される。それは国際的

にみて物流エネルギーの削減効果が大きい。

 ⑤「新鮮さを防波堤にしたセーフガード機能」

　ファーマーズストアーの隆盛は地域農産物へ

の消費者の回帰現象と言える。これは国際的に

許容されているものの、輸出国から批判の大き

い国によるセーフガードではなく、民間の「新

鮮さを防波堤にしたセーフガード」である。

 ⑥「社会化されない資源の社会化機能」

　ファーマーズストアーでは高齢者や女性が生

き生きとして農産物を出荷している。大規模農

業・大型機械化農業・大都市卸売市場出荷型 

農業では、働き場の無かった高齢者や女性が

ファーマーズストアーに農産物を出荷すること

によって働く場所を自ら創造している。

　さらに最近では早期退職させられた人や職を

失った人が、農地を耕しファーマーズストアー

に出荷して僅かではあるが、収入を得ている

ケースが増えている。ファーマーズストアーに

は「社会化されない資源の社会化機能」がある。

 ⑦ グリーンツーリズムのための都市農村交流

センター機能

　ファーマーズストアーには、多くの都市住民

が訪問しているので、そこは都市と農村の人的

交流センターの機能を果たしている。特に、海

外からの観光客は、日本の山紫水明の農村、白

砂青松の漁村に感動する。将来はファーマーズ

ストアーが国際グリーンツーリズムの拠点にな

ることも期待される。
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 ⑧ 食育推進機能

　各地のファーマーズストアーが学校給食への

食材供給を開始している。さらに生産者が地域

の伝統食を学校で教え、継承している事例も多

い。

　あるファーマーズストアーでは、地域の学校

に地域食材を配達するために、配送車を購入し

たところもある。また、ファーマーズストアー

の出荷者が小学校に行き、「ふるさと先生」と

して授業をしたり、給食を一緒に食べたりして

いる事例もある。

 ⑨ 生産者の身体的健康増進機能（医療費削減

機能）

　生産者は、ファーマーズストアーに出荷が可

能になったことで、生産意欲が高まり、健康を

回復している。特に、高齢生産者がファーマー

ズストアーに出荷する農産物の生産のために働

き始め、病院に行く回数が少なくなり、結果的

に医療費の削減に貢献している。

 ⑩ 生産者の精神的健康増進機能

　高齢生産者は、ファーマーズストアーに出荷

することにより、自己就業機会を得て経済的に

も豊かになっている。人生を楽しく感じている

高齢生産者が多くなり、精神的満足を得ている

人が多い。彼らの中には経済的、精神的に豊か

になり、海外旅行に行く人も増えている。

 ⑪ 消費者をもてなす機能

　多くのファーマーズストアーは、周辺に菜の

花やヒマワリ、コスモス、アンズなどを栽培し、

都市の消費者が四季を楽しむことができるよう

に工夫し、消費者を楽しませるサービスを行っ

ている。

　地域の老人会の方が施設周辺に花壇を作り、

来訪者に喜びを与えているファーマーズスト

アーもある。

２）生産者アンケート調査による直売所の持つ

生産者の身体的・精神的健康増進機能の解明

（１）アンケート調査の目的と方法

　直売所関係者の間で「直売所への出荷者は、

農産物を直売所に出荷する以前と比較して出荷

開始後は元気になる！」との指摘があった。そ

の真偽を検証するために、出荷者を対象にして

直売所に出荷を開始した前後でどのような身体

的および精神的な変化があったかを分析するた

めのアンケート調査を実施した。

（２）調査回答者の属性

　アンケート調査の回答者の性別構成は表１に

示す通りであり、女性が多い。また、年齢別構

成は表２に示すように50歳代後半が多い。直売

表１　アンケート調査回答者の性別構成

表２　アンケート調査回答者の年齢別構成
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所への出荷者は女性が多く、50歳から60歳の方

が中心であることが判明した。特に、伊都菜彩

では50歳代の方が多い。

　直売所への出荷頻度を表３からみると「毎日」

が過半であり、「２日に１度」を加えると75％

程度になっている。しかし、表４に示した直売

所での年間販売金額は100万円以下の方が３分

の１程度あり、必ずしも販売額が多い訳ではな

い。ただ、福ふくの里では鮮魚の出荷を多く含

むため、401～500万円の方が20.2％存在してい

る。全国の直売所の中でも鮮魚の集荷者が多い

施設は数少ない。そのことは表５の販売額が最

も多い品目として魚が２番目になっているのを

みれば明らかである。

（３）出荷者の身体的健康増進機能

　出荷者の健康状態の変化を見たのが表６であ

る。直売所への集荷開始後に「元気になった」

と回答した方が約４分の１存在していることが

明らかになった。

　「直売所への出荷者は、農産物を直売所に出

荷する以前と比較して出荷開始後は元気にな

る。」との指摘は間違いないと言えよう。出荷者

の病院への通院回数の変化を表７からみると伊

都菜彩では21.9％の方が減ったと回答している。

（４）出荷者の精神的健康増進機能

　出荷者の精神的健康状態の変化をみたのが表

８である。直売所への集荷開始後に「楽しくなっ

た」と回答した方が60～80％存在していること

が明らかになった。

　その理由を表９からみると「人とのふれあい

があるから」が40～50％であり、「自分で作っ

表３　直売所への農産物出荷頻度

表４　直売所での農産物年間販売額

表５　直売所で販売額が最も多い農産物
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表６　直売所への出荷開始後の身体的健康の変化　　　　

表７　直売所への出荷開始後の病院へ行く回数の変化

表８　直売所への出荷開始後の精神的健康の変化 　　

表９　直売所への出荷開始後楽しくなった理由（複数回答） 　　　　　
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たものに自分で値段をつけることができるか

ら」が30％あることが明らかになった。このこ

とは従来の卸売市場流通では、卸売市場での価

格形成に委ねられ、自分が価格形成に関与でき

なかったことへの不満や批判とも理解される。

　最近、農家の間で関心の高い直売所流通は、

人とのふれあいや価格形成の関与といった非価

格要因が影響していると指摘できよう。換言す

れば卸売市場流通は出荷者とのふれあい、価格

形成への関与を許容しないと集荷者から離反さ

れることを示唆している。

（５）出荷者の精神的健康増進要因の計量分析

　出荷者の精神的健康増進要因を解析した結果

が（１）式と（２）式である。両式における被

説明変数はＹ（「精神的健康」（楽しくなった＝

１、変わらない＝２、楽しくなくなった＝３））

である。説明変数は X1（「身体的健康の変化」 

（元気になった＝１、変わらない＝２、元気喪

失＝３））、X2（「販売額の変化」（増えた＝１、

やや増えた＝２、変わらない＝３、やや減った

＝４、減った＝５））、X3（「ふれあいの評価」（は

い＝０、いいえ＝１））、X4（「価格の自己決定

の評価」（はい＝０、いいえ＝１））である。（　）

内の数値は t 値であり、R2 は決定係数である。

　福ふくの里の生産者については（１）式の通

りである。出荷者の精神的健康状態には、「身

体的健康の変化」、「販売額の変化」、「出荷者同

士などでふれあいがあることの評価」、「出荷者

が価格を自己で決定できることの評価」の４つ

の要因が有意に影響しており、その説明力は

78.1％であることを示している。

　伊都菜彩の出荷者については（２）式の通り

である。前記の４つの説明変数が精神的健康状

態に有意に影響していると言えよう（説明力

82.1％）。

　Y＝0.870＋0.253X1＋0.127X2＋0.494X3＋0.398X4

　　　　　　（2.939）　（3.017）　（4.985）　（4.051）

 ・・・・・（1）

 R2＝0.781

　Y＝0.945＋0.236X1＋0.144X2＋0.455X3＋0.361X4

　　　　　　（2.851）　（3.648）　（4.863）　（4.283）

 ・・・・・（2）

 R2＝0.821

３）消費者アンケート調査による直売所の総合

評価（顧客満足）要因の解析

（１）アンケート調査の目的と方法

　前述のように直売所は食の地産地消とグリー

ンツーリズムの拠点であり、多くの機能特にホ

スピタリティ機能が重要である。直売所が更に

発展するためには、直売所が多くの消費者から

訪問してもらい、満足してもらうことが前提条

件として必要である。

　多数の都市消費者は、直売所の何を評価し、

何に満足しているのか、顧客満足の要因は何か

を解明するため、消費者を対象にアンケート調

査を実施した。ここでは、そのアンケート調査

結果を直売所に対する総合評価（顧客満足）の

視点から分析する。

（２）消費者アンケート調査の回答者の特性

　アンケートの回答者は50歳から60歳代の女性

が多い。50歳から60歳代の女性が車を運転して

直売所に来ている実態が明らかになった。

　直売所までのアクセス時間は、平日が24分、

土日が36分、34分であり、全平均が32分であっ

た。週末は近隣市からの来客が非常に多いとい

える。

　直売所が夫婦で買い物できる場であり、また

休日は家族連れで出かける場として考えられて

いるようである。２人で来る客の73％が夫婦で

ある。

（３）直売所の来店者の普段の食料品購入先

　直売所の来店者の普段の食料品購入は56％の
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方がスーパーであった。次が27％の直売所であ

る。直売所の来店者は、スーパーと直売所を品

目別に分けて利用していると考えられる。

　購入目的は野菜が28％と一番多かった。次い

で鮮魚の18％である。直売所の一番の主力品で

ある「新鮮野菜」を客が買い求めているといえ

る。また、直売所では珍しい鮮魚への目的意識

も特徴的である。

　購入金額の平均が5,145円と非常に高い。他

の調査などでは１人当たり購入金額は1,507円

程度であるのに比較して、非常に高い。それに

は鮮魚や精肉の高単価商品の販売が影響してい

る。

（４）直売所における品目別総合評価と店舗の

総合評価

　アンケート回答者は、直売所で販売している

野菜や果物などの品目と店舗についてどのよう

に評価しているのか、その評価には何が影響し

たのか分析する。

　回答者から、この直売所で販売している品目

別に５段階に評価してもらい、最後に店舗につ

いても５段階に評価して貰った。それのデータ

を基に分析を行った。ちなみに、５段階評価の

５は非常に良い、４は良い、３は普通、２は悪

い、１は非常に悪いである。

　野菜の総合評価は、表10のようになっている。

鮮度について285名が非常に良いと高く評価し

ている。一方、価格については他の項目に比較

して、５が少なく、４の良いや３の普通が多い。

回答者は直売所の農産物の価格はもっと安いこ

とを期待していることが分かる。回答者の野菜

の評価項目別の平均値をレーダーチャートにし

たものが図24である。同図によれば鮮度の平均

値は高いが、価格の平均値は低いことがわかる。

　店舗の総合評価を表11に示す。駐車場の広さ、

レジの数、照明については高い評価を受けてい

る。しかし、接客態度、店舗配置については３

が多い。特に、店舗配置は２も多い。接客態度

と店舗配置は改善の余地がある。

７．むすび

　本稿では日本人の約50年間における食生活の

変化のトレースと国際比較を通して今後の食生

活を展望し、地域食品消費の重要性を分析した。

　日本人の食生活は、第２次世界大戦終結直後

の飢餓の時期を経て、経済発展に伴い豊かに

なった。１人１日当たり供給熱量は1960年の

2,290.6kcal から1996年には2,670.4kcal まで増

加したが、1997年４月１日の消費税の３％から

５％の引き上げなどの要因により、同年から供

給熱量は減少に転じた。2008年にはリーマン

ショックが発生し、経済は不況に直面した。ま

た中国製の菓子や冷凍ピザからメラミンが検出

され、日本製食品からも防虫剤成分が検出され

たので、供給熱量が激減した。

表10　野菜の評価項目と総合評価　　　　　　　　　　　　　
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　日本における１人１日当たり供給熱量の変化

は1962年以降の米からの熱量供給の減少とそれ

を補完してきた畜産物と油脂類からの熱量供給

の増加の結果である。しかし、その米から畜産

物と油脂類への変化は1996年までであり、翌年

1997年の消費増税は畜産物や油脂類の消費を抑

制しているように理解される。

　現在の日本では米、魚、野菜の素材にしょう

ゆ、みそで味付けした伝統的な食生活は後退し、

それらに畜産物と油脂類を加味した新たな食生

活が展開されている。その食生活は、世界的な

経済力と熱量供給の関係から検討すると、グ

ローバルな傾向から乖離しており、異常に低位

である。

表11　総合評価の評価項目　　　　　　　　　　　　　　　　

図24　野菜の評価のレーダーチャート
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　生産された食料を消費者に届ける流通を担う

卸売市場は、いま卸売市場経由率の低下により

取扱数量が減少するなど苦境に直面している。

逆に全国各地で直売所が開設され、活況を呈し

ている。直売所は新鮮な地域食品を消費者に届

ける機能だけではなく、生産者を身体的・精神

的に元気にする機能および消費者をもてなす機

能を有している。

　直売所での地域食品の売買は図25に示すカロ

リーベースの自給率の低下防止にも役立つの

で、直売所の機能を強化する施策の更なる展開

が必要である。
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